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はじめに 
 先に、平成19－21年度厚生労働省科学研

究費補助金（新興・再興感染症）「効果的

な感染症サベイランスの評価ならびに改良 

に関する研究」において、早期診断による

個人の健康の維持・向上および新規症例把

握・感染拡大防止の観点から、各国ですで

に確立されている性感染症の接触者健診の

導入についての検討を試みた。 

 まず、公衆衛生上も重要な位置づけとな

っているHIV感染症における導入を検討し、

「HIV感染症診療におけるパートナー健診

勧奨の現状と課題」について臨床医を対象

とした調査を実施した。ここでの結果をも

とに、本研究では日本の臨床への導入ため

のアルゴリズム案を作成した。今後、

feasibility study 

を実施し、提言へとつなげる予定である。 

 
１．日本の臨床現場への導入の課題 
１）概念周知 
 結核や新型インフルエンザ対策において

は「接触者健診」として確立されているが、

性感染症の患者と性的コンタクトのあった

第三者を「パートナー」とし、検査を勧め

るという概念は 2010 年 3 月現在、医療全

般には定着していない。産婦人科・泌尿器

科や性感染症の領域で散見されるのみであ

る。このため、概念周知として、ガイドラ

インや指針としての位置づけ、関連の研

修・教育プログラムへの導入、資材による

啓発が必要である。2009 年度は、内科学会

が定期に発行する雑誌の特集号においてパ

ートナー健診の紹介を行った。 
２）各用語・概念の整理 
パートナー健診の啓発を行うにあたり、用

いられる用語についての基本的事項の整理

が必要である。 
表１）各用語についての原案 
検討項目 検討すべき事項 
用語の定義 他領域では「接触者」である

が、「パートナー」でよいの

か 
誰が担当す

るのか 
医師および看護師 

遡る期間 防御のない性的性交による

曝露が推定される期間 
まず、用語の定義であるが、HIV/AIDS 領

域において用いられることの多い「パート

ナー」は、一般社会で使用される場合と、

HIV/AIDS 分野で使用される場合に違いが

ある。 
一般には、共同生活あるいはそれに準じ

た関係において、社会・経済・倫理的な責

任や目的を一定期間共有するような親密な

つながりを軸にした関係を指す。具体的に

は法律婚・事実婚などの婚姻関係がその例

である。しかし、HIV 症例に多い男性同性

間ででは、必ずしも上記のような親密な関

係を一定期間維持することを前提としない

カジュアルな性行為も多く、これを「パー

トナー」と定義する、あるいはひとくくり

にしてよいのか、という指摘がある。 
 また法律の文言としても前例がなく、感

染症予防指針の検討の際にも使用が認めら

れなかった経緯があり、結核や新型インフ

ルエンザの調査のように、「接触者」とする

か、定義の説明にそのような解説を加える



必要があると思われる。 
次に、誰が検査を推奨するのかについて

は、医師または看護師が適切と考える。医

師に限定をすると、診療負荷の問題が生じ

るため、諸外国に準じて研修や学習を終え

た看護師の関与が妥当であると考える。 
 遡る期間は特に限定をせず、個別性を重

んじ、最終性交から防御のない性交を記憶

にもとづいて医師・看護師と検討すること

が実際の方法として妥当であると考える。 
３）固定パートナーの定期健診の必要性に

ついて 
 長期に性的な関係をもつ、固定パートナ

ーの場合は別の検討も必要になる。初診か

ら間もない患者には、初期介入としてパー

トナー健診の説明を行うが、パートナーの

曝露リスクはその後も続く可能性があるた

めである。このため、諸外国では、HIV 陽

性者の Regular Partner に対しても年に 1
度の定期健診を勧めている（アメリカ、イ

ギリス、オーストラリア等）。これもパート

ナー健診の一部を構成すると考えられる。

日本の臨床への導入の際には検討が必要と

考えられる。 
４）臨床における負荷の軽減 
 和田が岡山県内で実施したHIV感染症診

療におけるパートナー健診についての調査

において、パートナー告知に必要な時間に

ついての診療報酬上の評価にすることや、

HIV 抗体検査をすべて保険診療の適応とす

ることが望ましいという意見が把握されて

いる。 
 パートナーへの検査勧奨は新規HIV症例

把握につながることは確実であるが、現場

の負担増になるようでは定着は難しい。公

衆衛生上重要ではあるものの、臨床現場・

スタッフにおける強い動機になるとは必ず

しもいえないため、学会や関連団体による

支援も必要と考えられる。 
 
２．パートナー健診そのものの限界につい

て 
 筆者および和田の調査でも明らかなよう

に、パートナーへの検査の説明は、患者と

パートナーの連絡関係が維持されているこ

とが前提となる。このため、性行為の匿名

性が高く、不特定な場合は遡っての検査勧

奨が困難となる。 
１）アルゴリズム上の検討中止 
 本人が連絡を取れない状況にある場合、

医療機関から、直接コンタクトのない第三

者に関わることは制度上もマンパワー上も

困難であるため中止となる。 
２）別アルゴリズムとのリンクの可能性 
①保健所 
 医療機関での検討が困難に陥った場合に、

それを補完する方法として、諸外国では公

衆衛生部門のサポートがある。地域保健担

当の看護職らが当該パートナーへの連絡を

試みる方法であり、日本でも結核でこのよ

うな検査勧奨が行われている。 
 この場合、根拠として結核が感染症法上

の 2 類であり、個人情報も特定されている

ことがある。HIV 感染症は 5 類であり、個

人の特定される情報は医療機関のみが把握

しているため、公衆衛生部門の関与はない。

しかし、保健所は関与が不可能なのではな

く、感染症法 15 条にもとづき必要があれば

対応は可能であり、今後、集団発生事例な

どがあれば協力要請が可能な状況ではある。 
②インターネットメディア 
 米国は公衆衛生プログラムの一環として、



電子メールによる匿名性を担保した受診推

奨コミュニケーションツールを運用してい

る。個人レベルの利用が可能となっており、

悪用などの問題はほとんど起きていないと

の報告がある。 
 このようなプログラムを活用する場合は、

技術的な側面、費用、トラブル回避の仕組

みの検討が重要となる。 
 すでに数多くのHIV関連サイトが運営さ

れているが、国の研究費によるものとして、

HIV 関連啓発ホームページ「HIV-map」が

あり、ここに e-card 機能が掲載されており、

技術的な困難は生じないと考えられる。 
【HIV マップ】 

 
 

 
 
同じく国の研究費で運営されている、

「HIV 検査・相談マップ」も、アクセスの

よさや検査に関連した情報提供という点で

リンクを検討可能なサイトのひとつである

と考えられる。 

 
  
しかし、疾病概念が変わった現在も、古

い情報による誤解は社会にまだ残っている

と考えられており、曝露リスクの伝達や否

定的な病気のイメージによる混乱が生じる

リスクを考えると、この機能を個人ベース

の運用にまかせてよいのか、診療スタッフ

が ID やパスワードを用いて運用する情報

発信者限定プログラムにすべきかは、パイ

ロット運用含めて検討が必要である。 
 
３．国内導入のためのアルゴリズム原案 
 国内への導入のために、以下の 3 点での

検討を行い、実際に運用可能か、発生する

問題にはどのようなものがあるかの検討が

必要である。 
１）検査前ガイダンスにおける説明におけ

る位置づけ 
 HIV 検査を受ける際に、結果が陰性の場

合、陽性の場合にどのような対応や選択肢

があるのかを知ることが重要であり、パー

トナー/接触者への検査推奨が行われるこ

とについての説明、協力依頼を認知しても

らうための関わりが重要である。 



例として、ニューヨーク州における HIV
検査前説明文書（日本語版）を紹介する。 

『検査結果が陽性の場合』 

州法により検査結果の秘密は保護され、また

HIV による差別からも保護されます。 

■ほとんどの場合、あなたからの文書による承

諾がないとあなたの HIV 検査結果は共有できま

せん。 

■あなたの HIV に関する情報は次の者に公開

することができます。あなたと HIV にさらされた

赤ちゃんを担当する医療提供者、法律で義務付

けられた場合は保健当局、支払を許可するため

に保険会社、里子養育あるいは養子に従事す

る者、矯正施設の職員、保護観察官、誤ってあ

なたの血液にさらされた救急処置室あるいはヘ

ルスケアの職員、裁判所からの特別命令。 

■HIV感染者の名前はエイズの追跡と公共事業

計画のために州保健局に報告されます。 

■ HIV に 関 す る 秘 密 厳 守 の ホ ッ ト ラ イ ン 

1-800-962-5065 はあなたの質問にお答えし、 

秘密厳守の問題のお手伝いをします。 

■HIV 感染の有無による不公平な扱いを受けて

いると思われる場合はニューヨーク州人権局

1-800-523-2437 までお問い合わせください。 

 

カウンセラーあるいは医師は、あなたのセックス

または注射針共用のパートナーへの HIV 感染

の可能性についての通知に関して、あなたと話

し合います。 注１） 

■あなたのパートナーは HIV にさらされた可能

性があることを知る必要があります。そうするこ

とで、パートナーも検査を受け、HIV に感染して

いる場合は治療が受けられます。 注２） 

■医療提供者があなたの配偶者あるいはパー

トナーの名前を知っている場合は、その名前を

保健局に報告する義務があります。 

■保健局のカウンセラーはあなたの名前を出さ

ないであなたのパートナーに通知するお手伝い

をします。注３） 

■あなたの安全を確保するために、カウンセラ

ーあるいは医師は通知するパートナーそれぞれ

に対して、家庭内暴力の危険性がないかをあな

たに質問します。 

■危険性がある場合、保健局はパートナーに直

ちに通告しないで、あなたが助けを得るお手伝

いをします。 
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注１）注２）は、検査を受ける前に認知を

うながすものであり、倫理として必要であ

り、患者の準備性を高める際に役立つ。 
注３）は、日本では結核・新型インフルエ

ンザ等で実施している接触者健診であるが、

HIV 感染症には現在このような支援が確立

していないため、事前ガイダンスに入れる

ことは難しいとかが得られる。 
２）陽性結果告知後の対応への位置づけ 
 先行研究および今回の検討事項をまとめ、

以下のようなアルゴリズム案を作成した 
STEP1 
検査ガイダンスにおけるパートナー告知に

ついての説明 
 ↓ 
STEP２ 陽性結果判明時 
パートナー/接触者への検査推奨について

説明、協力の依頼 
 ↓ 
STEP３ 
検査をすすめるべき対象の検討 
① 患者自身から連絡可能な接触者 

→実際の連絡がとれる対象に適切な時

期に連絡を行う 
② 個人特定が難しい（匿名・不特定多数）



  →検討中止 または 匿名ツールをつ

かっての連絡の検討 
 ↓ 
STEP４ 
伝え方・時期についての検討（資料提供）

 ↓ 
STEP５ 
パートナー健診状況についての定期的なフ

ォローアップ 
 ↓ 
STEP６ 
固定パートナーの場合、定期的な健診のよ

びかけ 
 
おわりに 
 国内で報告されるHIV感染症の症例の多

くが男性同性間であり、匿名・不特定相手

の接触者健診は患者個人および医療者だけ

では困難である。どのような対象や条件に

おいて最も効率よくパートナー健診の勧奨

が行えるのか、ハイリスクかつ困難群に対

してはどのような支援が可能なのかといっ

た各論が今後の課題と考えられる。 
2010 年は性感染症およびエイズの特定

予防指針の改訂年度にあたるため、制度お

よび標準化可能な実践につなげるための次

年度の検証につなげたい。 
 
倫理的配慮 
 文献的な検討のみであり、倫理的な問題

は生じない。 
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